
加古川の減災に係る取組方針

加古川減災対策協議会

第２回協議会 資料－２



目 次

1.減災のための目標と取組方針・・・・・・・2～4

2.現状の取組状況、課題と
概ね５年間で実施する取組・・・・5～30

3.フォローアップ・・・・・・・・・・・・・31～３2



１.減災のための目標と取組方針



減災のための目標

■５年間で達成すべき目標
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平成16年台風23号、平成27年9月関東・東北豪雨の教訓を踏まえ、いつか起きる大規模水害に備
えるため、以下を目標とする。

１．水害リスクに関する十分な知識と心構えを行政や住民
等が共有することで水防災に対する意識の『継承』・『再構
築』を図る（水防災意識社会の再構築）

２．河川整備を着実に進めていくことと合わせて、いつか起
きる加古川の大規模水害に対し「逃がす・防ぐ・回復する」た
めの『備えの充実』を図る。



目標達成に向けた取り組み（案）

■目標達成に向けた５本柱の取り組み

上記目標達成に向け、洪水を河川内で安全に流すハード対策に
加え、加古川において、以下の項目を５本柱とした取組を実施する。
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①行政や住民等の各主体が、「施設の能力には限界があり、施設では防
ぎきれない洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革する取り組み

②水害を経験した地域では防災意識を継承し、住民に被災経験が無い
地域では「水害に遭うかもしれない」という意識を再構築する取り組み

③住民等の逃げ遅れをなくす、的確な避難行動のための情報伝達の取
り組み

④氾濫時に人命と財産を守る水防活動の強化

⑤一刻も早く日常生活を回復するための取り組み



２．現状の取組状況、課題と
概ね５年間で実施する取組



概ね５年で実施する取組
１）ハード対策の主な取組

２）住民目線のソフト対策の主な取組
①②③意識変革、防災意識の継承・再構築、情報伝達
に関する取り組み

■想定される浸水リスクの周知
・最大規模洪水を対象とした洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの策定、公表
・地域住民及び学校等への水災害教育の実施
・意識変化を確認するための手法（住民アンケート等）の検討・実施
・最大規模洪水を対象とした浸水CGの作成、公表
・最大規模洪水を加味した洪水ハザードマップの検討・作成

■避難勧告等の発令
・タイムライン（案）の検証、及び改善に向けた検討
・避難判断水位、氾濫危険水位等の検証及び見直し

■避難場所、避難経路
・広域避難も含めた、避難場所及び避難経路の検討
・地域防災計画の検討、更新

■住民等への情報伝達の体制や方法
・協議会参加機関のホームページ等を活用した、情報提供内容の検討
・発表の対象区域や避難の切迫性等が住民に伝わる洪水予報文、伝達手法の検討
・最大規模洪水時の避難情報提供のあり方検討
・スマートフォン等を活用したプッシュ型情報の発信・普及活動の検討
・外国語に対応した情報提供の実施

■避難誘導体制
・「自主防災組織で避難誘導にあたれる人材」の育成
・避難行動要支援者に対する、避難計画の作成
・高齢者に対応可能な、避難誘導の検討

■避難に関する啓発活動
・市が主催する防災訓練の検討、実施
・最大外力洪水または計画規模洪水を対象としたマイ防災マップ等の更新、作成
・関係機関と協力・連携した普及啓発活動 (出前講座等) の実施

②氾濫時に人命と財産を守る水防活動の強化
に関する取り組み

■水防体制
・若年層の消防団加入促進を図る普及啓発活動を実施
・重要水防箇所を姫路河川国道事務所ホームページ等で公表
・溜め池の決壊や内水氾濫、最大外力等を踏まえた避難態勢の整備に務める
・関係者による重要水防箇所等の共同点検を実施

■河川水位等に係る情報の提供
・洪水時のＣＣＴＶによる堤防監視、施設監視の強化
・洪水時に提供可能な水位データやＣＣＴＶの設置検討
・河川管理者による水位予測情報の提供

■水防資機材の整備
・水防倉庫等の配置計画を再検討
・水防資機材の備蓄状況について、自治体に情報提供を実施

③一刻も早く災害から復旧するための取り組み
■氾濫水の排水
・氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画(案）の策定、見直し
・排水計画(案)に基づく排水訓練、及び関係機関との合同訓練の実施

課題対応 Ａ，Ｂ

課題対応 Ｃ

課題対応 Ｄ

課題対応 Ｅ，Ｆ

課題対応 Ｋ，Ｌ

課題対応 Ｑ，Ｒ

課題対応 Ｉ，Ｊ

課題対応 Ｍ，Ｎ

課題対応 Ｏ，Ｐ

課題対応 Ｇ，Ｈ

■危機管理型ハード対策
・天端の保護
・裏法尻の補強

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備
・水防拠点となる施設の整備検討
・簡易水位計、量水標の設置 ・CCTVの設置

■洪水を安全に流す対策
・滝野地区の堤防整備
・高砂・尾上地区、大門地区、滝野地区等の河道掘削
・堤防の浸透、浸食、洗掘対策

課題対応 Ｓ課題対応 Ｔ

課題対応 Ｕ
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現状の取り組み状況
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課題分類

・今後作成するハザードマップに、計画規模洪水（県）と最大規模洪水（国）を記
載するにあたり、情報を工夫しないと住民が使いづらい資料になる懸念がある

・最大規模洪水及び計画規模洪水による浸水想定区域図、浸水継続時間を
公表している
・計画規模洪水による浸水範囲について、ハザードマップを作成し住民に配
布している

①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『避難勧告等の発令について』 『避難場所、避難

経路について』 『住民等への情報伝達体制や方法について』 『避難誘導体制につい
て』 『避難に関する啓発活動について』

現状

・住民の水災害に対する意識・知識が十分でない
・浸水想定区域図等における浸水リスクが地域住民に十分に認知されていない

課題

Ａ

Ｂ

高砂市ハザードマップ 加古川浸水想定区域図（想定最大規模）高砂市
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ソフト対策：想定される浸水リスクの周知 課題対応 ＢＡ

加古川浸水想定区域図（想定最大規模）
住民アンケートイメージ

○最大規模洪水を対象とした洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの策定、公表
○地域住民及び学校等への水災害教育の実施
○意識変化を確認するための手法（住民アンケート等）の検討・実施
○最大規模洪水を対象とした浸水CGの作成、公表
○最大規模洪水を加味した洪水ハザードマップの検討・作成



現状の取り組み状況
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①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『避難勧告等の発令について』 『避難場所、避難

経路について』 『住民等への情報伝達体制や方法について』 『避難誘導体制につい
て』 『避難に関する啓発活動について』

ホットラインの実施例（H27.9鬼怒川）

・河川の状況について、重要情
報はホットラインとして事務所長
→首長等に直接伝達している
・各市町版のタイムラインを作成
し、状況に応じた情報提供を整
理している

現状

・個別地域を対象とした、避難勧告等の発令に対するタイムライン（避難勧
告等の手順）が定まっていない
・空振りの避難勧告が多発した場合に、信憑性が薄れて避難率の低下が懸
念される

課題

Ｃ

課題分類
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○タイムライン（案）の検証、及び改善に向けた検討
○避難判断水位、氾濫危険水位等の検証及び見直し

ソフト対策：避難勧告等の発令 課題対応 Ｃ

台風の接近・上陸に伴う洪水を対象とした、直轄河川管理区間沿川の市町村の
避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動計画）（案）

姫路河川国道事務所 住民等加古川市気象・水象情報

水防団待機水位到達
国包水位観測所（水位1.5m）

はん濫注意水位到達
国包水位観測所（水位2.5m）

災害警戒本部体制

避難判断水位到達
国包水位観測所（水位4.3m）

洪水予報（はん濫注意情報）

洪水予報（はん濫警戒情報）

氾濫危険水位到達
国包水位観測所（水位4.7m）

洪水予報（はん濫危険情報）

○水防団幹部配備体制

災害対策本部体制

○ホットライン（水位情報、現象の予測）

加古川沿岸地区避難勧告

加古川沿岸地区避難準備情報

○1時間ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

堤防天端水位到達・越流 洪水予報（はん濫発生情報） 避難完了

要配慮者避難開始

○台風に関する気象庁記者会見

※本タイムラインは加古川下流洪水予報区間の加古川市の区間（河口～15.8k付近）を対象としています。
※避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）（内閣府：平成26年4月）を参考に作成。また、都道府県からの情報もあるが、割愛している。

○必要に応じ、助言の要請

○施設（ダム・水門・排水機場等）の点検・操作確認

○職員１号配備（全職員の２割程度）

○職員3号配備（全職員）

避難開始

○リエゾンの派遣

○休校の判断、体制の確認等

緊急復旧、堤防調査委員会設置

○要配慮者施設、大規模事業者に洪水予報伝達

○災害対策機械の派遣要請

○災害対策機械の派遣

◇台風予報

○災害対策用資機材・復旧資機材等の確保

○リエゾン体制の確認

○協力機関の体制確認

○出水時点検（巡視）

○テレビ、ラジオ、インターネット等による気
象警報等の確認

○音声告知放送システム、携帯メール、ＦＡ
Ｘ等による避難準備情報の受信

○避難の準備（要配慮者以外）

○テレビ、インターネット、携帯メール等に
よる大雨や河川の状況を確認

○音声告知放送システム、携帯メール、ＦＡ
Ｘ等による避難指示・避難勧告の受信

○CCTVによる監視強化

【注意体制】

【非常体制】

○水門、樋門、排水機場等の操作

○被害状況の把握
（ヘリコプター等による迅速な状況把握）

○TEC-FORCEの活動

○被害状況・調査結果等の公表

○水防団等への注意喚起

○自衛隊への派遣要請

○避難者への支援

○ハザードマップ等による避難所・避難ルー
トの確認

避難解除

※台風上陸
※気象・水象情報に関する発表等のタイミング
については、地域・事象によって、異なります。

○災害・避難カードの確認

○防災グッズの準備

○自宅保全

◇台風に関する兵庫県気象情報（随時）

◇大雨・洪水・強風・波浪・高潮注意報

○台風説明会（神戸地方気象台）

○ホットライン（神戸地方気象台）

【第一警戒体制】

○水閘門操作員の退避検討 ○水防団員の避難指示

【第二警戒体制】

計画高水位到達
国包水位観測所（水位6.76m）

○加古川水位上昇に伴う防災情報の発表伝達

○連絡員の待機

○首長若しくは代理者の登庁

○指定避難所開設（１号避難所）

○職員２号配備（全職員の６割程度）

○指定避難所開設（全避難所）

○10分ごとに河川水位、雨量、降水短時間予報を確認

○避難が必要な状況が夜間・早朝の場合、避難準備情報の発令判断

-72h
-24h

-3h

-1.5h

0h

-1h

-2h

-8h

氾濫発生

-120h

◇大雨・洪水・暴風・波浪・高潮警報

◇土砂災害警戒情報

○記者発表（決壊・はん濫）

※時間軸については、平
成21年台風9号を引きの

ばして想定しており、実際
の気象状況や台風のコー
スにより異なります。

加古川水系加古川【加古川市】姫路河川国道事務所

○決壊した場合に備えた準備
・協定業者への派遣依頼
・はん濫想定の用意
・記者発表の準備 等

○ホットライン（水位情報、
現象の予測）

○ホットライン（決壊・はん濫）

○協定業者との連絡調整（出動準備）

○避難準備情報の発表

○加古川の氾濫の影響のある道路の通行規制の判断

○避難勧告の発表

○避難指示の発表伝達

○被害状況の確認

○浸水域の排水対策の実施

○想定される浸水域の確認

タイムライン

洪水予報文の例



現状の取り組み状況
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①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『避難勧告等の発令について』 『避難場所、避難

経路について』 『住民等への情報伝達体制や方法について』 『避難誘導体制につい
て』 『避難に関する啓発活動について』

・避難所の早期開設を行っている
・ハザードマップへの避難場所掲載と、配布を行っている

現状

・現在のハザードマップにある避難場所は、最大規模洪水による浸水状況を
想定していない
・想定最大規模の洪水により、内水や溜め池からの氾濫も想定され、避難
場所・避難経路がなくなる懸念がある（広域避難検討の必要性）
・新たに公表された「家屋倒壊危険区域」では、従来から行っている垂直避
難の呼びかけを見直さないと、逃げ遅れに繋がる懸念がある

課題
洪水ハザードマップ

Ｄ

課題分類
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○広域避難も含めた、避難場所及び避難経路の検討
○地域防災計画の検討、更新

ソフト対策：避難場所、避難経路 課題対応 Ｄ

加古川市

近隣自治体

高砂市

加古川浸水想定区域図（想定最大規模）

広域連携

広域連携

近隣自治体

広域連携



現状の取り組み状況
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①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『避難勧告等の発令について』 『避難場所、避難

経路について』 『住民等への情報伝達体制や方法について』 『避難誘導体制につい
て』 『避難に関する啓発活動について』

・川の防災情報ＨＰにより雨量、水位情報を出しているほか、事務所ホーム
ページにてＣＣＴＶ画像を提供している
・Ｌアラートシステムによる情報伝達を行っている

現状

・防災情報が自治体・住民に伝わっていない
・WEB等により各種情報を提供しているが、住民自らが情報を入手するまでに至っていない
・発信した災害情報が、住民に対し切迫感を伴って伝わっていない

課題 川の防災情報

Ｅ

課題分類

・外国語に対応した避難情報が発信できていないＦ
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ソフト対策：住民等への情報伝達の体制や方法 課題対応 ＦＥ

プッシュ型情報の発信のイメージ

○協議会参加機関のホームページ等を活用した、情報提供内容の検討
○発表の対象区域や避難の切迫性等が住民に伝わる洪水予報文、伝達手法の検討
○最大規模洪水時の避難情報提供のあり方検討
○スマートフォン等を活用したプッシュ型情報の発信・普及活動の検討
○外国語に対応した情報提供の実施



現状の取り組み状況
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①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『避難勧告等の発令について』 『避難場

所、避難経路について』 『住民等への情報伝達体制や方法について』
『避難誘導体制について』 『避難に関する啓発活動について』

・自治体職員、消防団員、自主防災組織等により避難誘導を実施している
・避難所の表示板、町名（地先名）看板を設置している

現状

・避難行動要支援者の避難誘導体制が確保されていない
・大規模洪水が発生した場合に避難誘導者がいない可能性があるが、「住民自ら避
難を行う」という意識が十分根付いていない

課題

Ｇ

課題分類

・高齢者も避難可能な誘導体制となっていないＨ

避難誘導イメージ 避難所看板
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○「自主防災組織で避難誘導にあたれる人材」の育成
○避難行動要支援者に対する、避難計画の作成
○高齢者に対応可能な、避難誘導の検討

ソフト対策：避難誘導体制 課題対応 ＨＧ

水防活動体験
（イメージ）

防災教育
（イメージ）

防災教育（人財育成）のイメージ



現状の取り組み状況
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①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスクの周知』 『避難勧告等の発令について』 『避難場

所、避難経路について』 『住民等への情報伝達体制や方法について』 『避
難誘導体制について』 『避難に関する啓発活動について』

・防災訓練を実施している
・出前講座を実施している

現状

水防訓練

課題分類

・自主防災マップの整備が進んでいないＪ

・自助・共助の意識が低いため、避難の安全性が確保できていないＩ

課題
出前講座
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○市が主催する防災訓練の検討、実施
○最大外力洪水または計画規模洪水を対象としたマイ防災マップ等の更新、作成
○関係機関と協力・連携した普及啓発活動 (出前講座等) の実施

ソフト対策：避難に関する啓発活動 課題対応 ＪＩ

マイ防災マップ作成のイメージ



現状の取り組み状況
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②水防に関する事項
『水防体制』 『河川水位等に係る情報提供』 『水防資機材の整備状況』

『庁舎等の水害における対応』

・国と自治体等が共同で、重要水防箇所等の点検を行っている
・過去の浸水実績等から、重要巡視地点を把握している

現状

重要水防箇所等の共同点検（加古川市）
課題分類

・消防（水防）団構成員の高齢化が進む事が懸念されるＫ

課題

・重要水防箇所に関する情報・認識が十分でないＬ

重要水防箇所等の共同点検（小野市）
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○若年層の消防団加入促進を図る普及啓発活動を実施
○重要水防箇所を姫路河川国道事務所ホームページ等で公表
○溜め池の決壊や内水氾濫、最大外力等を踏まえた避難態勢の整備に務める
○関係者による重要水防箇所等の共同点検を実施

ソフト対策：水防体制 課題対応 ＬＫ

重要水防箇所等の共同点検（Ｈ28実施）



・自治体が状況把握可能な地点が少ない
・河川内にCCTVが設置されているが、一部のカメラしか住民が見ることが出来ない
・CCTVや水位計の情報が、全区間で得られる状態ではない

現状の取り組み状況
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②水防に関する事項
『水防体制』 『河川水位等に係る情報提供』 『水防資機材の整備状況』

・CCTVや水位計の情報を提供し、河川状況をリアルタイムに伝えら
れるよう整備している

現状

ＣＣＴＶ画像・水位の提供

課題分類

Ｍ

・洪水時に、水位予測情報が国から自治体に提供できていないＮ

課題
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○洪水時のＣＣＴＶによる堤防監視、施設監視の強化
○洪水時に提供可能な水位データやＣＣＴＶの設置検討
○河川管理者による水位予測情報の提供

ソフト対策：河川水位等に係る情報の提供 課題対応 ＮＭ

ＣＣＴＶ設置状況



現状の取り組み状況
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②水防に関する事項
『水防体制』 『河川水位等に係る情報提供』 『水防資機材の整備状況』

・防災ステーション、水防倉庫等に必要な資機材を備蓄している
・自主防災組織への資機材購入に補助を行っている

現状

加古川防災ステーション

課題分類

・複数箇所の水防対応や大規模な対応が必要となった場合に、資機材の不足が懸念されるＯ

課題

・洪水時に水防資機材を迅速に活用できないＰ
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○水防倉庫等の配置計画を再検討
○水防資機材の備蓄状況について、自治体に情報提供を実施

ソフト対策：水防資機材の整備 課題対応 ＰＯ

水防資機材配備状況



現状の取り組み状況
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③氾濫水の排水に関する事項
『氾濫水の排水について』

・災害時、排水ポンプ車を派遣し、排水活動を支援している
・災害対策車両・機器について、平時より保守点検を行い、出動態勢
を確保している

現状

排水ポンプ車

排水ポンプ車 運用例

課題分類

・排水ポンプ車の最適配置計画がないＱ

・大規模な浸水が予想される地区において、排水作業の現地訓練が実施されていないＲ

課題
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○氾濫水を迅速かつ的確に排水するための排水計画(案）の策定、見直し
○排水計画(案)に基づく排水訓練、及び関係機関との合同訓練の実施

ソフト対策：氾濫水の排水 課題対応 ＲＱ

排水訓練のイメージ排水ポンプ車



現状の取り組み状況
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④河川管理施設の整備について
『堤防等河川管理施設の現状の整備状況』

・流下能力向上のための事業を実施してきている
・現在の堤防の高さや幅、過去の漏水実績などから、河川改修を実
施してきている

現状

・計画断面に対して、高さや幅が不足している区間、浸透・浸食対策
が必要な箇所がある

課題 加古川の堤防整備状況

・完成された堤防とするには時間、費用を要する

Ｓ

Ｔ

課題分類

・堤防決壊時の被害を最小限に抑えるため水防活動・緊急復旧活動
を行う河川防災拠点等が必要である

Ｕ
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○滝野地区の堤防整備
○高砂・尾上地区、大門地区、滝野地区の河道掘削
○堤防の浸透、浸食、洗掘対策

河道掘削のイメージ

ハード対策：洪水を安全に流す対策 課題対応 Ｓ
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ハード対策：危機管理型ハード対策 課題対応 Ｔ

出典：国土交通省 記者発表資料(H27.12.24)より

○天端の保護
○裏法尻の補強
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ハード対策：避難行動、水防活動に資する基盤等の整備 課題対応 Ｕ

○水防拠点となる施設の整備検討
○簡易水位計、量水標の設置
○ＣＣＴＶの設置

簡易水位計 量水標 CCTV画像



3.フォローアップ



フォローアップ
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水害に強い地域づくり
水防災意識の「継承」
「再構築」

１．取組状況の共有
・好事例の紹介
・取組を通じて発生した新たな課題等の分析

２．取組の見直し
・取組方針、取組内容については、幹事会等により議論を行い、原則、本協議会を年度末までに

開催し、取組の進捗状況の共有・取組方針の見直しを適宜行う
（次年度の各主体の取組内容等を見直し、以降の制度改定要求等への反映）

目標達成への取組目標設定
取組方針決定

平成２８年度

取組達成

概ね５年（平成３２年度）

フォローアップ 〔毎年度末までに実施〕
・取組状況の共有
・取組の見直し

・好事例の紹介
・課題等の分析
・取組の進捗状況の共有

・取組内容等の見直し
・制度等の改正

報告 提案

減災対策協議会

次回協議会：H29年2月頃 予定


